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Ⅰ 概況  


 


２００９年度において、環境・民活・投資推進協力センター（以下「EPICセンター」


と言う。）は、以下の事業を実施した。  


 


１．補助事業  


 


  財団法人ＪＫＡからの自転車等機械工業振興事業補助金事業のうち、「海外プ


ラント貿易推進協議促進事業」として、『中国におけるCDM事業等低炭素化プロジ


ェクトの市場状況』等を把握する、「プラント市場調査情報基礎調査」を実施した。  


 


２．受託事業  


 


「原子力発電分野」、「バイオ・エネルギー分野」、「中南米市場分野」の下記


３件の調査研究を、受託調査事業として実施し、下記（１）と（２）については、


協会会員企業の関係者等の識者による調査委員会を構成して検討作業を進め、それ


ぞれ報告書として取りまとめた。  


 


（１）『我が国原子力プラント産業の国際展開と地球温暖化対策効果の調査研究』 


（２）『アフリカにおけるバイオ燃料製造プラントの普及可能性とCDM化促進調査


研究』  


（３）本邦企業のグアテマラおよびコスタリカにおける省エネ・環境ビジネス拡大


の可能性に関する調査研究』  


 


３．自主事業  


 


○「近年、官民連携しての国際プラント・ビジネスの振興が重要になってきたこと


に鑑み、下記２つの官民連携会議を、昨年に引き続き実施した。 


 


（１）「エネルギー･資源･環境プラント戦略官民連携会議」 


経済産業省及び関係政府機関からのエネルギー･資源･環境に関する政策方針の聴


取・情報収集を行い、さらに官民間の意見交換を行った。 ２回開催。 


（２）「国際プラント競争力支援策官民連携会議」 


経済産業省及び国際開発金融機関・関係政府金融機関からの公的金融支援に関する 


政策・運用指針の聴取・情報収集を行い、官民の意見交換を行った。２回開催。  
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（３）環境プログラム無償資金協力制度（外務省）説明会を開催 


外務省関連の低炭素革命予算措置（クールアースパートナーシップ）の進捗状況等


について聴取・情報収集を行い、官民の意見交換を行った。 


（４）各種協議会等への参加 


アジアPPP推進協議会（経済産業省主催。電力、都市交通、上下水道、IT・公共サ


ービス分野）、日中省エネルギー・環境ビジネス推進協議会、世界省エネルギー等


ビジネス推進協議会等各種プラント関連会議に参加のうえ、情報収集・提供と意見


表明を行った。 


 


４．環境・民活・投資推進協力協議会  


 


当センター事業の運営を円滑に推進することを目的として３回開催し、会員企業等


との間でプラントに係る環境･民活･投資推進に関連する討議・検討等を行った。  
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Ⅱ 事業実施状況  


１．補助事業（ＪＫＡ補助金）  


 


財団法人ＪＫＡからの補助金により「海外プラント貿易推進協議促進事業」を行った。 


具体的には、我が国の優れた省エネ・環境改善プラント・技術による海外プラントビジ


ネスとそのCDM事業化への実現期待が高い中国において、CDM案件形成をはじめ日中の省


エネ・環境分野でのビジネス連携に向けて、『中国におけるCDM事業等低炭素化プロジ


ェクトの市場状況』として中国側企業二―ズや市場関連情報の基礎調査を行った。 


 


２．受託事業  


 


ＥＰＩＣセンターは２００９年度において、財団法人国際経済交流財団より２件また


株式会社日本政策金融金庫国際協力銀行より１件、の調査研究を受託し、調査事業を実


施した。 


 


（１） 財団法人国際経済交流財団より受託（その１） 


 


【調査事業名】『我が国原子力プラント産業の国際展開と地球温暖化対策効果の調査研


究報告書』 


 


1979年のTMI事故および1986年のチェルノブイリ事故の後、原発の建設は停滞し たが、


今世紀に入り世界の経済成長に伴うエネルギー需要の増大および価格高騰・変動等エネ


ルギー供給上の不安定性が増すと共に地球温暖化問題への関心が高まるにつれ、化石燃


料依存を低減し、二酸化炭素を排出しない原子力発電の新増設の動きが 世界的に活発


化し、原子力ルネッサンスと呼ばれるような展開が見られる。  


このような状況の下で、原発未導入国からサウジアラビア、既保有国からインド、を


選んで両国の原発への取り組み状況を現地調査すると共に、その他の国における新増設


の動向を概観した上で、我が国原発プラントビジネスの国際展開に係る問題点と解決策


ならびに新増設国に対する我が国の協力の在り方を検討した。また地球温暖化対策とし


ての京都メカニズム（CDM/JI）の原子力発電への適用についても検討した。 


 


（２）財団法人国際経済交流財団より受託（その２） 


 


【調査事業名】『アフリカにおけるバイオ燃料製造プラントの普及可能性とCDM化促進


調査研究』 
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地球温暖化対策の一つとして注目されているバイオマスエネルギーのうち 含油量が


多い種子を持つが、その毒性から食用に適さない特性を持つジャトロファは、種子から


取り出した植物油を基にバイオディーゼル油を製造できることから、食糧問題に影響し


ないバイオマスエネルギーとして注目され、近年は栽培や燃料製造がプロジェクト化さ


れるようになっている。  


アフリカの多くの国には食用植物の生産には適していないが、ジャトロファ栽培に適


する広大な非耕作地があり、ジャトロファ利用バイオ燃料製造のポテンシャルは高い。  


本調査は、対象国として選んだタンザニアとモザンビークにおけるバイオ燃料製造事業


の可能性を探ると共に、我が国プラント産業のバイオ燃料製造技術の利用可能性を検討


し、併せてそのCDM化を推進するために必要な要件を検討した。 


 


（３）株式会社日本政策金融金庫国際協力銀行より受託 


 


【調査事業名】『本邦企業のグアテマラおよびコスタリカにおける省エネ・環境ビジネ


ス拡大の可能性に関する調査研究』 


 


本調査は国際協力銀行（以下,「JBIC」という）が中米経済統合銀行（以下,「BCIE」


という）に対し2004年 7月、2005年8月にそれぞれ各１億ドルの信用枠（輸出用バンク


ローン、CDMプロジェクトツーステップローン）を設定したことに関連し、本邦企業に


よる省エネ・環境関連技術を利用したビジネス機会の具体化にどれだけ繋げられている


かBCIE融資対象国のうちコスタリカ及びグアテマラを取り上げることによって現況を


把握し、融資対象案件の発掘・形成の促進に寄与する要因を検討した。   


 


３．自主事業  


 


Ａ．国際プラント産業振興の戦略的「官民連携会議」活動  


 


プラント産業の振興に寄与する戦略的な重要テーマを取り上げ、行政当局担当者、関


係機関等の協力を得て情報提供･説明を受け意見交換を行うとともに、行政当局･関係機


関に対する陳情･意見上申、政策提言などに結びつけるため、２００６年度から「新・


国家エネルギー戦略検討分科会」と「公的金融に関する検討分科会」を開催してきてい


たが、２００８年度の下期から、これら検討の両委員会をよりプレイアップしてその効


果を高めるため、名称･目的・体制を一部変更し「エネルギー･資源･環境プラント戦略


官民連携会議」と「公的金融等国際プラント競争力支援策官民連携会議」に改編した。  


 


（１）【エネルギー･資源･環境プラント戦略官民連携会議】  
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2009年度においては２００８年度下期に発足したエネルギー･資源･環境プラント戦略


官民連携会議（座長：日揮企画渉外本部 清水幸比古執行役員）を引き続き実施し


た。政府・政府関係機関の政策担当者による講演を踏まえて、意見交換の形で官民


連携しての施策のあり方等が検討・議論された。下記のとおり２回開催した。 


 


○ 第２回 ７月３０日（木）１４：００～１６：００ 
1) 講演  
  テーマ：「最近の省エネ・新エネ国際協力にかかる政策動向」 
      「第４回日中省エネ環境総合フォーラム」 
  講師： 資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部 
      政策課課長補佐        保坂 明  氏  
      政策課国際協力推進室係長   高橋 大輔 氏 
２）講演 
  テーマ：「省エネ・新エネ国際事業に係る現況と展望」 
  講師： 独立行政法人 新エネルギー産業技術総合開発機構 
      エネルギー・環境技術本部 
      国際事業統括室長代理 今田 俊也 氏  


３）内容 


   省エネ・新エネ事業にかかる国際展開を促進するための経済産業省資源エネ


ルギー庁とNEDOの諸施策について、広く説明を受けた後、我が国プラント産業


界側としてこれらの施策に対し、官民連携として、どのような活用が考えられ


るかの視点等から、議論・検討が行われた。 


 
○ 第３回 ９月１７日（木）１４：００～１５：２０ 
１）講演  


テーマ：「中東諸国との経済交流の現況と展望」 
講師：経済産業省 通商政策局    


中東アフリカ課 課長 森 清 氏  
２）講演  
  テーマ：「中東地域における JBIC の取り組み」 


講師：株式会社日本政策金融公庫 国際協力銀行 
     欧阿中東ファイナンス部 
     次長 坪井 健太郎 氏 
３）内容 
   中東地域は、我が国プラント・エンジニアリング産業のビジネス展開上、重要性が


高く、この機会に、官民連携しての対中東プラント戦略の観点から、経済省と JBIC の
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第一線の責任担当者との間での情報交流・意見交換、政策議論を行った。    
 


（２）【国際プラント競争力支援策官民連携会議】 


 


２００８年度下期に発足し、第１回会議を同年度に行っているが２００９年度も


標記の【国際プラント競争力支援策官民連携会議】を下記のとおり２回開催した。  


 


○ 第２回 ５月１５日（金）１４：００～１５：４５ 


テーマ：国際的金融危機の途上国への影響と国際機関による対応策 


講師：① 国際金融公社（IFC) 


     東京事務所長 鈴木 英明 氏 


      ② アジア開発銀行(ADB) 


          民間業務局副局長 山縣 丞 氏 


内容：表記テーマでの、我が国プラント産業やプラント貿易に与える影響が議


論された。国際金融協力機関である上記両機関から、それぞれの対応策


が説明されたが、プラント分野での応用策について議論された。 


 


○ 第３回 ７月３１日（金）１４：３０～１６：３０ 


（i） テーマ： 「官民連携推進等のための円借款の迅速化」 


講師： 経済産業省貿易経済協力局 


        資金協力課 課長補佐 朝比奈 一郎 氏   


（ii） テーマ： 「OECD 公的輸出信用アレンジメント・原子力発電セクター了解及        


     び再生可能エネルギー・水事業セクター了解の改訂」   


講師： 経済産業省貿易経済協力局 


          通商金融・経済協力課 国際係長 古川 文路 氏  


（iii） テーマ： 「現下の金融・経済危機に対する JBIC の対応状況」  


講師： 国際協力銀行 


            国際業務戦略部 業務課長 弓倉 和久 氏 


    （iv) 内容：上記３件の項目は直接・間接に相互関連しているものであったため、同


時に議論することにより広角で突っ込んだ議論が可能となった。特に原子力


発電プラントでのロシア・韓国の受注に向けた動きが注目されること、また、


中国が先進国間（OECD)の制約を越えて独自の動きが目立つこと等の中で、


OECD の縛りがある我が国がどのようなプラント戦略をとっていくべきか、等 


の観点から議論がなされた。      
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Ｂ．政府施策の説明会を開催  


○ テーマ：外務省の新規政策である環境プログラム無償資金協力制度 


開催日： ６月２３日（火） 


  講師：外務省  国際協力局 国際協力総括課長 牛尾 滋 氏 


                事業管理室長   佐藤 勝 氏 


  内容：外務省関連の低炭素革命予算措置による我が国の優れた環境関連技術の 


     海外への紹介、普及促進プログラム（クールアースパートナーシップ） 


     の進捗状況等について説明を受けるとともに、特にこの制度が環境関連 


     については無償資金協力システムとして従来の制度の限界を超えるべ 


     く拡充されたものであるので、我が国プラント企業側に関心を持って頂 


     きたい、旨が説明された。 


  


Ｃ．その他各種の協議会等に積極的に参加  


 


①� アジアＰＰＰ推進協議会  


２００９年度に開催された同協議会の四調査部会（電力、都市交通、上下水道、


IT・公共サービス）における議題としては以下事項が最新時点の状況としてと


りあげられている。 


 当協会はオブザーバーとして参加、各部会における活動状況の把握に努め、 


   当協会活動に役立たせている。特に、電力部会における発電プラント、上下水 


  道部会における水ビジネス関連プラントが、当協会として注意して情報収集の 


  対象とした。 


 ・電力部会 ：ベトナムにおけるPPP制度 


 ・都市交通部会：国土交通省の成長戦略会議の位置づけ 


 ・上下水道部会：ベトナムにおける日越PPPパイロットプロジェクト評価 


 ・IT・公共サービス部会：ローコストキャリアの躍進に向けたASEANにおける空


港インフラの整備 


 


② 日中省エネルギー･環境ビジネス推進協議会（ＪＣ－ＢＡＳＥ）  


  ２００９年度には１１月８日、「第４回日中省エネルギー･環境総合フォーラ 


  ム」が日中両国政府（経済産業省、中国・国家発展改革委員会・商務部）、日 


  中経済協会による共同開催で行われ、海水淡水化・水処理、発電・石炭、リサ 


  イクルなどの資源循環に関する協力プロジェクトをはじめとする過去最大の 


  ビジネスマッチングが成立した。当協会としては今後とも本協議会の場をC02 


  削減に資する省エネルギー・環境改善案件形成等において協会会員企業にとっ 


  て役立つように、参加活動していく。 
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③ 世界省エネルギー等ビジネス推進協議会（ＪＡＳＥ－Ｗｏｒｌｄ）  


  省エネ等の国際ビジネスを通じて地球温暖化問題へ官民が一体となって貢献 


  する目的で、２００８年１０月３０日に世界省エネルギー等ビジネス推進協議 


  会（御手洗会長）が設立された。当協会は団体会員として参加し、川村会長が 


  同協議会の副会長･幹事に就任している。同協議会の運営について協議する企 


  画委員会に参加しており、今後、プラント業界による海外省エネ推進につき同 


  協議会による活動を通じた働きかけを行っていく。  
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Ⅲ 環境・民活・投資推進協力協議会  


 


２００９年度については、下記のとおり開催した。  


 


○第１０６回 ２００９年５月２６日 （火） 


 


【講演】テーマ：京都メカニズムの今後の動向  


    講師： 経済産業省 地球環境技術室長 三橋 敏弘 氏   


（概要）京都議定書の２０１３年以降の取り扱いについての今後の展開は予断を許


さない情勢であること、我が国の２０１２年の削減義務である１９９０年比


６%減のうち、海外から手当てする予定の分は、今後さらにCDMによる排出量


削減量の購入も必要だが、首都してウクライナ等２国間の排出権購入により、


概ね手当ができる見込みにあること 


 


【議事】(１)２００８年度 環境･民活･投資推進協力事業報告  


(２)２００８年度 環境･民活･投資推進協力事業特別会計決算  


(３）平成２１年度 自転車等機械工業振興事業に関する補助事業の実施


について 


(４）協会が２００８年度に政策提言を行った「国際金融危機支援策要望 


  書」のフォローアップについて 


(５）対ロシア向けプラント貿易の最近の動きについて 


（６）世界省エネ等ビジネス推進協議会について 


（７）経済産業省国際プラント推進室より情報提供 


   


（概要）上記（１）（２）の２００８年度に事業報告と特別会計決算については事 


務局報告のとおり承認された。（４）については、当協会が提言した政策提


言項目の多くが取りあげられたことが報告された. 


 


○第１０７回 ２００９年９月８日（火）  


 
【講演】①テーマ「対外投資の保護・円滑化について」 


講師：経済産業省 通商政策局 経済連携課 三田 紀之 課長 
②「投資協定の現状と今後の進め方」 
講師： 経済産業省 通商政策局 経済連携課 菅野 正史 課長補佐 


（概要）上記２つの講演は、特に経済産業省の各担当部局から当協会にての講演実施要請 
があり、それを受けて実施したものであったが、FTA（自由貿易協定）、EPA（経 
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済連携協定）の重要性が説明された。 
【議事】（１）経済産業省国際プラント推進室より情報提供 


 


○第１０８回 ２０１０年３月３０日 （火） 


 


【講演】テーマ：「現場からみた中東経済の発展と今後」 


講師：前アラブ首長国連邦大使  


       東洋エンジニアリング株式会社 取締役副社長 


波多野 琢磨 氏 


（概要）中東地域、特にアラブ首長国連邦の我が国の相手方としての重要性につい 


ての説明があった。さらに、同国を相手とする原子力発電プロジェクト受 


注の日本勢の失敗の背景等について、議論がなされた。 


 


【議事】(1)２００９年度受託調査の結果概要  


(2)２０１０年度 環境･民活･投資推進協力事業計画(案)  


(3)２０１０年度 環境･民活･投資推進協力事業特別会計予算(案)  


        (4)２０１０年度ＪＫＡ補助事業  


(5) 気候変動枠組条約における国連からの認定審査機関の審査資格範囲 


の回復について 


（概要）２０１０年度の事業計画(案)と特別会計予算(案)を報告し事務局報告のとお


り承認された。 （５）については、昨年１０月１６日に喪失していた審査分野


（Sectoral Scope:1,2&13)についての協会のDOE資格が、３月２６日にCDM理事会で


正式に信任され、回復したことが事務局より報告された。 
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Ⅳ 組織  


 


１．環境・民活・投資推進協力協議会 


 


環境・民活・投資推進協力協議会の2009年度の委員は下表(１)の通りである。 


 


表(１)環境・民活・投資推進協力協議会委員 


 


委員長 丸山 元喜 社団法人日本プラント協会 専務理事 


委 員 小林 哲郎 財団法人海外貿易開発協会 専務理事 


委 員 大貝 隆之 独立行政法人国際協力機構 民間連携室長 


委 員 山内 浩  株式会社商工組合中央金庫 国際部長 


委 員 横尾 賢一郎 社団法人日本経済団体連合会 国際協力本部 主幹 


委 員 鈴木 秀昭 日本商工会議所 国際部長 


委 員 藤田 豊明 株式会社日本政策金融公庫 国際協力銀行 


国際業務戦略部長 


委 員 清水 喬雄 独立行政法人日本貿易振興機構 産業技術部長 


 (7月14日まで) 


 市原 健介 同上 


 (7月15日より) 


委 員 村崎 勉  独立行政法人日本貿易保険 営業第二部長 


委 員   (次頁記、正会員及び環境・民活・投資協力会員) 
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２．環境・民活・投資協力会員 


 


2009年度における環境・民活・投資推進協力センターの会員は、下表(２)の通り


22社である。 


 


表(２)環境・民活・投資推進協力センター会員名簿 


 


(１)正会員 (12社) 


株式会社IHI 


カワサキプラントシステムズ株式会社 


千代田化工建設株式会社 


株式会社東芝 


東洋エンジニアリング株式会社 


日揮株式会社 


株式会社日立製作所 


日立造船株式会社 


富士電機システムズ株式会社 


三井造船株式会社 


三菱重工業株式会社 


三菱電機株式会社 


 


(２)環境・民活・投資協力会員 (10社) 


伊藤忠商事株式会社 


兼松株式会社 


住友商事株式会社 


双日株式会社 


豊田通商株式会社 


株式会社日本政策金融公庫 国際協力銀行 


丸紅株式会社 


三井物産株式会社 


三菱商事株式会社 


株式会社三菱東京UFJ銀行 


 


(合計 22 社) 
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Ⅰ 概況 


 


２００９年度において協会は、以下の事業を実施した。 


○ 補助事業では、(財)JKA からの補助金により、①地球環境保全プラント国際


協力支援事業として２案件を公募選定し、『プロジェクト設計書(PDD)の作


成』（継続事業）を支援した。また、②海外プラント推進協力支援事業として


『フィジビリティ調査』（継続事業）を２案件、③特定地域プラントのエネル


ギー効率化支援事業として『技術設備導入コンサルティング』（新規事業）を


２案件、④途上国プラント改善診断調査事業として『プラント改善診断調査』


（新規事業）を３案件、それぞれ公募選定し、当該プロジェクトの実施計画


等に係る調査報告書の作成を支援した。 


○ 受託調査事業では、(独)国際協力機構から『ベトナム国省エネルギー・再


生可能エネルギー促進事業に係る案件実施支援調査(SAPI)』および『CDM 事業


促進のためのキャパシティ・ビルディング研修』を受託、(財)企業活力研究


所から『プラントエンジニアリング産業におけるリスクマネジメントのあり


方に関する調査研究』を受託、(社)日本機械工業連合会から『プラント・エ


ンジニアリング産業の装置システムにおける標準化への取り組み調査』を受


託した。 


○ 自主事業および業界団体活動では、①会員への各種『情報収集・提供』、②


公的団体として中国や中米向けに『各種証明やサポートレター発行』、③『コン


サルティング事業』としてプラントメーカーの PDD 作成を支援、④『インドの


デリー・ムンバイ間産業大動脈構想」』についての講演会、⑤政府・政府機関と


の関係で『低炭素型・環境対応インフラ／システム型ビジネスの海外展開』の


行政説明会、『JBIC・NEXI の環境社会配慮確認ガイドライン改訂』説明会を実施。


さらに対外関係では、⑥『イラク政府大臣等とインフラ建設に係る意見交換会』


を開催、⑦国際標準化戦略のため ISO の TC67/SC6(石油，石油化学及び天然ガス


工業用材料及び装置/処理装置及びシステム)の国内審議団体活動を行いカナダ


での国際会議には代表団を派遣した。
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監事


総会 理事会 


会長 副会長


企画運営委員会 


環境・民活・投資推進協力協議会


専務理事 常務理事 事 務 局


総務部


業務部


技術室


環境・民活・投資推進協力センター 


総務課


経理課


業務一課 


業務二課 


海外プラント計画調査委員会


常任理事 ２ Ⅱ
 
組
 織


 顧問 


管理グループ 


総務ユニット


経理ユニット


契約ユニット 


広報ユニット


審査管理ユニット 


審査実施ユニット 


CDMセンター長


CDM運営委員会 


CDM審査委員会 


品質管理責任者 


 


審査グループ 


ＣＤＭセンター 


 







 


２．会員 


 


（１）正会員 


  ２００９年度は１２社であった。（２００８年度末日に２社退会） 


 （正会員名簿は別表１として20頁に添付。） 


 


（２）賛助会員 


 ①中小プラント協力会員 


  年度当初２０社のところ、新規加入１社、退会４社により、会員総数１７社となった。 


 （中小プラント協力会員名簿は別表２として21頁に添付。） 


 


 ②技術協力会員 


  年度当初３９社で、新規加入、退会はなかった。 


 （技術協力会員名簿は別表３として22頁に添付。） 


 


３．理事 


 


（１）理事定数の改正 


  協会の理事定数は定款において定められているが、従来定款第１１条において「２０人以上


２５人以内」とされてきたところ、２００９年４月１日以降における正会員数が１２社になっ


たことを勘案して、２００９年５月２８日（金）開催の総会及び理事会において「１４人以上


１９人以内」に改めた。 


 


（２）理事の選任 


 


① ２００９年５月２８日（金）開催の通常総会において、会員代表者理事１２名の全員が再


任され、会員代表者外理事５名のうち辞任者３名を除く２名が再任された。また、監事２名も


再任された。 


会員代表者外理事については、下記の通り３名が辞任し、新たに４名が選任された。 


 


 【会員代表者外理事】 


  辞任：伊藤 源嗣   株式会社 ＩＨＩ 相談役 


     岡村  正   株式会社 東芝 取締役会長 


     齋藤 良敏   三井造船株式会社 取締役副社長 
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選任：川村  隆    株式会社 日立製作所 取締役社長 


古川  実    日立造船株式会社 取締役社長 


下村  節宏   三菱電機株式会社 取締役社長 


久保田 隆    千代田化工建設株式会社 取締役社長 


 


 ② ２００９年１２月２２日（火）開催の臨時総会（書面審議）において、次の通り会員代表


者理事２名が辞任し、新たに２名が選任された。 


 


 【会員代表者理事】 


  辞任：武井 利郎   株式会社 ＩＨＩ 取締役副社長   


選任：大隅 敏彦   株式会社 ＩＨＩ 常務執行役員 


 


  辞任：篠原 英宏   千代田化工建設株式会社 執行役員   


選任：粕谷 典行   千代田化工建設株式会社 理事 


 


（２）２０１０年３月３１日時点における理事は、次の通り。 


   


【会員代表者理事】 


 大隅 敏彦     株式会社 ＩＨＩ 常務執行役員 


   林  敏和     カワサキプラントシステムズ株式会社 取締役社長 


 粕谷 典行       千代田化工建設株式会社 理事 


   五十嵐安治     株式会社東芝 執行役常務    


桑原   哲       東洋エンジニアリング株式会社 常務執行役員 


   島田 豊彦     日揮株式会社 執行役員 


   久田 眞佐男      株式会社 日立製作所 常務執行役 


   安西 浩一郎      日立造船株式会社 専務取締役 


   白倉  三徳     富士電機システムズ株式会社 取締役社長 


   山下 俊一       三井造船株式会社 取締役 


   佃    嘉章         三菱重工業株式会社 常務執行役員   


柵山  正樹         三菱電機株式会社 常務執行役 


【会員代表者外理事】 


 川村  隆        株式会社 日立製作所 取締役社長 


古川  実        日立造船株式会社 取締役社長 


下村  節宏        三菱電機株式会社 取締役社長 


久保田 隆        千代田化工建設株式会社 取締役社長 
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   丸山 元喜      日本プラント協会 専務理事    


吉田 明男      日本プラント協会 ＣＤＭセンター長 


 


４．役員 


 


（１）役員の変更 


 


２００９年５月２８日開催の通常総会後、直ちに開催された緊急理事会において、理事の中


から役員として互選により、会長および副会長３名が新たに選任され、専務が再任された。監


事２名は、通常総会において再任された。 


 


（２）２０１０年３月３１日時点における役員は次のとおり。 


   


会長 


   川村  隆        株式会社 日立製作所 取締役社長 


 


  副会長 


古川  実        日立造船株式会社 取締役社長 


下村  節宏        三菱電機株式会社 取締役社長 


久保田 隆        千代田化工建設株式会社 取締役社長 


 


  専務理事 


   丸山 元喜     日本プラント協会 専務理事 


 


  監事 


   近藤 義雄     公認会計士 


   畑口 紘      弁護士 
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Ⅲ 会議 


 


１．総会 


  ２００９年度に開催された総会及びその議決事項は次の通りである。 


 


○ 「通常総会」を２００９年５月２８日（金）に開催した。 


【議決事項】 


① 「２００８年度事業報告書について」 


② 「２００８年度決算書について」 


③ 「定款の一部改正について」 


④ 「理事・監事の選任」について 


     


○ 「臨時総会」を２０１０年３月２５日（木）に開催した。 


【議決事項】 


  ①「２０１０年度事業計画書について」 


  ②「２０１０年度収支予算書について」 


 


２．理事会  


 ２００９年度に開催された理事会及びその審議・報告事項は以下の通りである。 


 


○ 第４８９回 ２００９年５月２８日（金） 


 【審議事項】 


  ①「２００８年度事業報告書（案）について」 


  ②「２００８年度決算書（案）について」 


  ③「平成２１年度自転車等機械工業振興事業に関する補助事業の実施について」 


  ④「定款の一部改正（案）について」 


 


 


○ 第４９０回 ２０１０年３月２５日（木） 


 【審議事項】 


  ①「２０１０年度事業計画書（案）について」 


  ②「２０１０年度収支予算書（案）について」 


 【報告事項】 


  ①「２００９年度決算見通しについて」 
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  ②「地球気候変動枠組条約における国連からの認定審査機関の審査資格範囲の回復に 


ついて」 


 


３．委員会  


 


（１）企画運営委員会 


２００９年度に開催された企画運営委員会及びその審議・報告事項は以下の通りである。 


 


＜委員長・副委員長＞ 


   委員長   田中 靖     株式会社 ＩＨＩ   営業統括本部 本部長補佐 


副委員長  清水 幸比古   日揮 株式会社    常務執行役員  


副委員長  五味 敬芳    株式会社日立製作所 電力統括営業本部国際開発室 


部長代理           


副委員長  森本 浩通   三菱重工業株式会社 海外戦略本部海外事業管理部 


部長 


＜２００９年９月１７日、委員長および副委員長が改選された＞ 


  【新任】委員長 大田原 康彦  株式会社日立製作所 理事・統括主管・国際事業戦略本


部本部長 


  【再任】副委員長 清水 幸比古 日揮 株式会社 常務執行役員 


【新任】副委員長 上野 喜秋  株式会社日立製作所 電力統括営業本部 


国際開発室室長  


【新任】副委員長 佐々木 秀晴 三菱重工業株式会社 海外戦略本部  


海外事業管理部部長 


   


○ 第２１回 ２００９年５月２１日（木）  


 【審議事項】①「２００８年度事業報告書（案）について」 


        ②「２００８年度決算書（案）について」 


        ③「平成２１年度自転車等機械工業振興事業に関する補助事業の 


        実施について」 


        ④「定款の一部改正（案）について」 


【報告事項】①「平成２１年度第一次補正予算案にかかる経済産業省関連施策の概要等」 


 


○ 第２２回 ２００９年９月１７日（木） 


 【審議事項】①「委員長選任について」 


 【報告事項】①「平成２１年度のＪＫＡ（旧 日自振）委託補助に対する申請状況 


        及び平成２２年度の新規要求について」 
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②「日本プラント協会の平成２１年度受託調査事業のご紹介」 


③「経済産業省からの行政情報」 


 


○ 第２３回 ２００９年１２月２２日（火） 


 【審議事項】①「JKA補助事業の委託調査案件の選定について」 


【報告事項】①「CDM審査事業のDOE資格の現状と対応について」 


      


○ 第２４回 ２０１０年３月１１日（木） 


 【審議事項】①「２０１０年度事業計画書（案）について」 


       ②「２０１０年度収支予算書（案）について」 


 【報告事項】①「２００９年度決算見通しについて」 


②「今年度JKA交付事業の実施状況について」 


③「協会の国連CDM事業における指定運営機関（DOE）の資格の対象分野追加 


申請の経過状況について」 


 


（２）海外プラント計画調査委員会 


  ２００９年度において下記の通り海外プラント計画調査委員会を開催した。 


 


委員長  和田 正武 帝京大学 経済学部 教授 


副委員長 大嶋 清治 (社)研究産業協会 専務理事 


第１回  ２００９年 ７月１５日 (水) 


第２回  ２００９年１１月１１日 (水) 


第３回  ２００９年１２月１０日 (木) (書面審議) 


第４回  ２０１０年 １月２０日 (水) (書面審議) 


第５回  ２０１０年 ２月 ２日 (火) (書面審議) 


第６回  ２０１０年 ２月 ５日 (金) (書面審議) 


第７回  ２０１０年 ２月１２日 (金) (書面審議) 


第８回  ２０１０年 ３月２６日 (金) 


 


（３）ISO/TC67/SC6対応国内委員会 


  ２００９年度において下記の通り ISO/TC67/SC6 対応国内委員会を昨年度の第１回に引き続


き、開催した。 


 


委員長  関根 和喜 横浜国立大学 安心・安全の科学研究教育センター 


教授 工学博士 
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副委員長 越島 一郎 名古屋工業大学 大学院工学研究科ながれ領域 教授 


 


第２回委員会   ２００９年 ９月１５日 (火) 


第３回委員会   ２００９年１１月１９日 (木) 


 


（４）中小プラント協力会員との意見交換会 


○ ２００９年10月7日（水）開催 


 ○ 内容 


本件は、委員会としての活動ではないが、日常的な協会との接触の少ない協会の中小プ


ラント会員との関係を強化するために実施した。 


中小プラント会員との間で、諸般にわたる協会実施事業について説明し意見交換すると


ともに、経済産業省の参加を得て同省のプラント関連の政策諸事業の紹介等を行なった。  


また、今後毎年度定例的にこの交換会を開催することとした。 


○ 参加者 


【経済産業省】 


製造産業局 国際プラント推進室 室長  和泉  章 


製造産業局 国際プラント推進室 課長補佐    多胡  雄太 


製造産業局 国際プラント推進室 係長  大信田 友 


【会員企業】 


企業名 所属・役職 氏名 


(株)ゼネシス 海外事業部 武田 道長 


月島機械(株) 海外営業部グループリーダー 佐藤 伸介 


バブコック日立(株) エネルギー事業部 


チーフマーケティングマネー


ジャー 


前澤 孝一 


(株)日立プラントテクノロジー 営業統括本部 国際営業本部 


企画部 部長 


更科  徹 


美濃窯業(株) プラント部（東京駐在） 


営業グループマネージャー 


土田 陽一 


横河電機(株) グローバル営業本部 YEI 営業統括


部 市場開拓部 部長 


飯塚 祐康 
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Ⅳ 事業実施状況 


 


１．(財)JKA補助事業 


 


 本補助の対象は７つの事業に対してであるが、そのうち、一般会計事業としては５つの事業を


対象とした。具体的には、事項別に記述した下記の（１）（２）（５）（６）（７）である。 


この５事業のうち、（１)の「地球環境保全プラント国際協力支援事業(PDD作成支援事業)」、


(２)の「海外プラント推進協力支援事業(フィジビリティ調査事業)」、(５)の「特定地域プラン


トのエネルギー効率化支援事業(技術設備導入コンサルティング事業)」、および(６)の「途上国


プラント改善診断調査事業(プラント改善診断調査事業)」、の４つの事業を実施するにあたって


は、２００９年度の対象案件を広く公開公募した上で、下記の通り第三者外部委員会として客観


的・公平に８回の海外プラント計画調査委員会を開催して案件選定と委託先の選定を行い、委託


契約(計９件)を締結して本事業を実施した。 


すなわち、これら４つの補助事業は外部への委託を伴うため、その公益性の確保を図る配慮が


強く求められる。従って、第三者委員会における案件選定の後、具体的な委託先選定に当たって


は、特に委託先がプロジェクトEPCに関与する企業の場合の公平性・公益性の確保のため、選定


案件の協会ホームページを通じての公示を行い、公募形式により委託先を募り、さらに第三者委


員会の選定審議を経て、決定した。 


 


注：なお、JKAからの本補助事業のうち、(３)の「海外プラント貿易推進協議促進事業」、お


よび(４)の「プラント経済協力及びプラント輸出戦略推進策の策定事業」、については環境・民


活・投資推進協力（EPIC）事業と位置づけ、EPIC 事業報告書の中で記述することとしたため、


本一般事業報告書には記述していない。 


 


 ○第１回海外プラント計画調査委員会：２００９年７月１５日 (水) 


(議事) ①平成21年度(財)JKA補助事業調査概要について 


        (イ)地球環境保全プラント国際協力支援事業 


        (ロ)海外プラント推進協力支援事業 


        (ハ)特定地域プラントのエネルギー効率化支援事業 


        (ニ)途上国プラント改善診断調査事業 


       ②「特定地域プラントのエネルギー効率化支援事業」及び「途上国プラント改善


診断調査事業」における現地状況調査対象国について 


       ③調査対象事業及び委託先の選定について 
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 ○第２回海外プラント計画調査委員会：２００９年１１月１１日 (水) 


   (議事) ①調査対象事業及び調査委託先の選定について 


       ②「特定地域プラントのエネルギー効率化支援事業」及び「途上国プラント改善


診断調査事業」における現地状況調査対象国について 


 


 ○第３回海外プラント計画調査委員会(書面審議)：２００９年１２月１０日 (木) 


   (議事) ①調査対象事業及び委託先の選定について 


 


 ○第４回海外プラント計画調査委員会(書面審議)：２０１０年１月１９日 (火) 


   (議事) ①調査対象事業及び委託先の選定について 


 


 ○第５回海外プラント計画調査委員会(書面審議)：２０１０年２月２日 (火) 


   (議事) ①調査対象事業及び委託先の選定について 


 


 ○第６回海外プラント計画調査委員会(書面審議)：２０１０年２月５日 (金) 


   (議事) ①調査対象事業及び委託先の選定について 


 


 ○第７回海外プラント計画調査委員会(書面審議)：２０１０年２月１２日 (金) 


   (議事) ①調査対象事業及び委託先の選定について 


 


 ○第８回海外プラント計画調査委員会：２０１０年３月２６日 (金) 


   (議事) ①平成21年度調査結果概要の報告について 


       ②平成22年度(財)JKA予算要望の概要について 


 


 


（１）地球環境保全プラント国際協力支援事業(PDD作成支援事業) 


 


 本事業は、温室効果ガスの削減にあたり、京都メカニズムで認められた CDM/JI スキームを活


用しようとする事業者等のPDD作成を支援するため、委託先の専門家を派遣し、PDD作成に必要


な調査を行ない、CDM/JI プロジェクトの認証に必要な PDD として取りまとめ、もって温室効果


ガスの排出削減量に基づくクレジットの取得と関連プラントビジネスにつなげることを支援す


る事業である。 


 


調査実施案件は以下の通り。 
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国 名 プロジェクト名 相手方 委託先 契約期間 


中国 重慶長寿化工有限責任公


司石炭焚き工業用ボイラ


省エネ改造プロジェクト 


重慶長寿化工有限


責任公司 


日本テピア


(株) 


2009.8.12 


～ 


2010.3.31 


中国 雲南省騰沖県大岔河馬過


口水力発電プロジェクト 


雲南省騰冲県大岔


河馬過口水力発電


開発有限責任会社


日本エナジー


イニシアティ


ヴ(株) 


2009.11.12 


～ 


2010.3.31 


 


（２）海外プラント推進協力支援事業(フィジビリティ調査事業) 


 


 開発途上国のプラント・オーナーが抱えるプラント・プロジェクトに関わるリスクを低減し、


プラント・プロジェクトを促進するため、以下の業務を行うものである。 


開発途上国が進めようとしているプラントの新設計画あるいは既設のリハビリ・改善計画につ


いて技術的／経済・財務的事項について検討評価するため、我が国プラント・エンジニアリング


産業の専門家を海外諸国に派遣し、報告書を作成する。 


調査実施案件は以下の通り。 


 


国 名 プロジェクト名 相手方 委託先 契約期間 


ネパール 東部 Mt. Everest アルン河


水系電源開発プロジェクト


チルクワハイドロパ


ワー 


日本小水力発


電(株) 


2010.1.28 


～ 


2010.3.31 


インドネシ


ア 


ロンボック島における


50KL/日精製ひまし油生


産工場プロジェクト 


(株)バイオグリーン


ランド 


関西設計(株) 2010.1.26 


～ 


2010.3.31 


 


（５）特定地域プラントのエネルギー効率化支援事業(技術設備導入コンサルティング事業) 


 


 本事業は、我が国の省エネ等対海外プラントのエネルギー効率化支援政策と合致する対象国・


地域に関して、(i)エネルギー関連組織・制度、エネルギー利用効率状況等を調査し、(ii)当該


国・地域に適切な我が国の保有する省エネルギー、高効率エネルギー技術・設備等を導入するた


めのコンサルティングを実施する事業である。(i)の現地調査は実施しなかった。 


 （ⅱ）のコンサルティング実施案件は以下の通り。 


 


国 名 プロジェクト名 相手方 委託先 契約期間 


アルバニア Port-Romano 火力発電所


建設計画調査 


アルバニア発電会


社(国有) 


(株)日立製作


所 


2009.10.7 


～ 


2010.3.31 
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中国 石炭・バイオマス複合燃料


有効利用システム案件 


盤錦遼河綜研化学


有限公司 


綜研テクニッ


クス(株) 


2009.12.17


～ 


2010.3.31 


 


（６）途上国プラント改善診断調査事業(プラント改善診断調査事業) 


 


 本事業は、海外途上国の老朽化した或いは後進的なプラントをより近代化した或いは先進多岐


なプラントに改善するため、(i)対象途上国の既存プラント状況の情報を収集した上で、(ii)改


善対照となるプラントの設備･システム等の診断調査を行い、改善案等を提言する事業である。 


 (i)の現地情報収集調査 


国 名 訪 問 先 出張者 調査期間 


ネパール 電力庁 


代替エネルギー促進センター 


在ネパール日本国大使館 


水資源省 


JICAネパール事務所 


団長 長田 芳穂 


(日本プラント協会 


業務部長) 


2010.2.22 


～ 


2010.2.26 


 


（ⅱ）の改善診断調査実施案件は以下の通り。 


国 名 プロジェクト名 相手方 委託先 契約期間 


マレーシア コークス代替ヤシガラ炭製


造設備の高効率化調査 


ボルネオカーボン


(株) 


スチールプラ


ンテック(株) 


2009.7.23 


～ 


2010.3.31 


ネパール ウダイプールセメント運転


効率改善診断コンサル


ティング調査 


ウダイプールセメ


ント社 


豊田通商(株) 2009.11.18


～ 


2010.3.31 


セルビア 中央下水処理システム改


善計画調査 


ベオグラード市開


発庁 


三井共同建設


コンサルタント


(株) 


2010.2.16 


～ 


2010.3.31 


 


（７）プラント・エンジニアリング産業における国際標準化推進事業 


 


プラント・エンジニアリング産業における国際標準化推進事業では、下記の通り


ISO/TC67/SC6 対応国内委員会を、前年度の第 1 回会合に引き続き今年度は２回開催するとと


もに、カナダ国のビクトリア市で開催されたTC67/SC6(石油，石油化学及び天然ガス工業用材


料及び装置/処理装置及びシステム)の第19回年次会議に代表団を派遣して参加した。 


 


 ○第２回ISO/TC67/SC6対応国内委員会：２００９年９月１５日 (火) 


   (議事) ①テレビ放映視聴(ニッポンは勝ち残れるか 激突 国際標準戦争 ～ NHK) 
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       ②第1回委員会の後の活動状況について 


       ③TC67/SC6年次国際会議への対応について 


       ④9月24日投票締切の案件への対応について(審議) 


 


 ○第３回ISO/TC67/SC6対応国内委員会：２００９年１１月１９日 (木) 


   (議事) ①カナダ・ビクトリアでの年次会議出張報告 


       ②委員会における審議手続きについて 


       ③SC6の規格の分類と(将来的な)委員の分担について 


       ④最近の審議にかかる規格の状況について 


  


本事業は、国際標準化に関する有識者及び石油・石油化学・天然ガス関連設備・システムに関


する実務者等からなる国内委員会を構成したうえで、国際組織であるISO/TC67/SC6(石油、石油


化学及び天然ガス工業用材料及び装置専門委員会/処理装置及びシステム分科委員会)で制定、改


訂される国際基準に関し、①当協会が国内審議団体として参加し活動するとともに、②本件国際


標準化の状況や我が国の対応の方向等の研究・検討を行う事業である。 


 本年度は２回の委員会を開催するとともに、以下の通りカナダのビクトリアで開催された


ISO/TC67/SC6の年次会議に代表団を派遣して参加した。 


 


現地調査 


国 名 派 遣 先 出張者 派遣期間 


カナダ 第 19 回 ISO/TC67/SC6


年次会議 


団長 丸山 元喜(日本プラント協会 


専務理事)  


団員 馬渕 俊郎（千代田化工建設株式


会社 配管設計センター技師長） 


団員 青山 大造（同 機械エンジニア


リングセンター技術部長） 


団員 杉田 哲也(日本プラン


ト協会 業務部) 


2009.9.28 


～ 


2009.10.1 


注：但し、JKA補助金は団長にのみ適用。 


 


２．受託調査事業 


 


（１）「ベトナム国省エネルギー・再生可能エネルギー促進事業に係る案件実施支援調査(SAPI)」


(独立行政法人国際協力機構からの受託) 


 


 本事業は、ベトナム開発銀行(Vietnam Development Bank；VDB)が実施機関となるベトナムに
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おいて省・再生可能エネルギー分野での初めての円借款事業であり、本調査では以下の各業務を


実施した。①VDB のための本事業実施マニュアルの作成補助、②事業管理ユニット(Project 


Management Unit；PMU)の立ち上げ支援、③プロジェクトドキュメントの作成補助、④VDB に対


する優先サブプロジェクトの選定支援、⑤優先サブプロジェクトの基本設計・コスト積算、運用


効果指標の目標値設定支援、⑦技術審査マニュアルの作成補助、⑧啓発活動の実施 


 


現地調査 


国 名 訪 問 先 出張者 調査期間 


ベトナム 


(第１回) 


ベトナム開発銀行 


工商業省 


Thanh Congセメント工場 


Hoa Phat Energy JSCコークス工


場 


省エネルギーセンター・ホーチミ


ンシティー 


エネルギー研究所 


Bentre Sugar Joint stock 


Company 


Duc Nhan Corporation家具工場 


省エネルギーセンター・ハノイ 


団長 加藤 守孝 


(日本プラント協会 


技術室 部長) 


団員 武田 利明 


 (同技術室 部長) 


団員 藤井 幸雄 


(同技術室 嘱託) 


団員 森 洋一 


(同技術室 嘱託) 


2009.11.8 


～ 


2009.11.21


ベトナム 


(第２回) 


Bat Trang Design & Producing 


Ceramic Joint Stock Company


Thai Ngyenセメント工場 


Nam Triew造船所 


Dong Xuan Knitting Sole Member 


Limited Liability Company 


JICAベトナム事務所 


科学技術省 


エネルギー研究所 


ベトナム開発銀行 


省エネルギーセンター・ホーチミ


ンシティー 


団長 加藤 守孝 


(日本プラント協会 


技術室 部長) 


団員 武田 利明 


 (同技術室 部長) 


団員 藤井 幸雄 


(同技術室 嘱託) 


団員 森 洋一 


(同技術室 嘱託) 


2009.12.6 


～ 


2009.12.19


ベトナム 


(第３回) 


(ハノイ及びホーチミンシティー


にてセミナー開催) 


団長 加藤 守孝 


(日本プラント協会 


技術室 部長) 


団員 武田 利明 


 (同技術室 部長) 


団員 藤井 幸雄 


(同技術室 嘱託) 


2010.1.7 


～ 


2010.1.13 


 


（２）「CDM 事業促進のためのキャパシティ・ビルディング研修」(独立行政法人国際協力機構
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からの受託) 


 


 2010年2月1日から19日の間にベトナム、エジプト、ザンビア、ブータンの４か国からそれ


ぞれ２名ずつ、合計８名の研修生を日本に招聘して行われた「CDM 事業促進のためのキャパシ


ティ・ビルディング研修」に２名の講師を派遣し、各国が持つ実際の円借款プロジェクトを題材


にCDMの仕組み・ルールについて理解を深めるとともに第三者審査機関及びCDM理事会の審査に


耐え得るプロジェクト・デザイン・ドキュメント(PDD)の完成を目標に講義を行った。 


 


派遣講師  日本プラント協会 技術室部長 阿部 高之 


         日本プラント協会 技術室部長 青木 滋夫 


 


（３）「我が国プラント・エンジニアリング産業の装置システムにおける標準化への取り組み調


査」(社団法人日本機械工業連合会からの受託) 


 


 当協会は、上述JKA の補助事業の項で記述したとおり、ISO の TC67(石油・石油化学及び天然


ガス工業用材料及び装置専門委員会)における SC6(処理装置及びシステム分科委員会)の国内審


議団体として2008 年9 月より活動している。   


本受託調査では、国際標準化の概要及び各国・地域の国際標準化戦略、石油・石油化学分野に


おける標準化規格の概要などについて、TC67/SC6 の国際会議への参加により海外関係者の動き


を調査することや下記委員会での検討などにより調査・研究した。 


 


 第１回 プラント・エンジニアリング産業の装置システム標準化調査委員会 


  ２００９年９月１５日 (火) 


  (議題) ①委員長・副委員長の選任 


      ②事業実施計画について 


      ③調査報告書目次(案)について 


      ④現地調査への対応について 


 


 第２回 同上委員会 


  ２００９年１２月１１日 (金) 


  (議題) ①カナダ・ビクトリアでの年次会議出張報告 


      ②調査報告書骨子について 


 


 第３回 同上委員会 


  ２０１０年３月５日 (金) 
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  (議題) ①報告書構成について 


      ②TC67/SC6規格開発状況について 


      ③提言について 


 


現地調査 


国 名 訪 問 先 出張者 調査期間 


カナダ 第19回ISO/TC67/SC6年次会議 委員会委員 馬渕 俊郎 


同 上  青山 大造 


団員 杉田 哲也 


(日本プラント協会 


業務部) 


2009.9.28 


～ 


2009.10.2 


 


（４）「プラントエンジニアリング産業におけるリスクマネジメントのあり方に関する調査研


究」(財団法人企業活力研究所からの受託) 


 


 本調査は、急転を続け大きく変化する国際市場状況と、大型化、複雑化、グローバル化といっ


たビジネスを取り巻く環境の変化により、いっそうの危険リスクに晒されているプラントエンジ


ニアリングビジネスについて、損失発生の背景と要因の考察から開始し、リスクマネジメントの


現状を様々の視点から検証すると共に、最終的に改善と改革に向けた提言を行ったものである。  


以下３回の調査研究委員会を開催し、各方面からの専門的な助言を得て調査研究を遂行した。 


 


 第１回 プラントエンジニアリング産業におけるリスクマネジメントのあり方に関する調査


研究委員会 


  ２００９年１０月１５日 (木) 


  (議題) ①委員紹介と委員長選任 


      ②調査研究の内容説明 


    


 第２回 同上委員会 


  ２００９年１１月２７日 (金) 


  (議題) ①アンケート結果について 


      ②報告書(案)について 


      ③「提言」（案）について 


    


 第３回 同上委員会 


  ２０１０年１月１３日 (水) 


  (議題) ①報告書提言について 
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      ②報告書(案)について 


 


 


３．自主事業および業界団体活動 


 


（１）情報収集・提供活動 


 


Ｅメールや協会ホームページの活用により、プラント産業に関係する各種行政施策等の各


般の情報を、関係方面からできる限り早くかつ広く収集することに努め、会員等に対する提


供を行った。 


 


（２）公的証明等のサービス 


    


相手国がビジネス対象となっている技術等の公的な証明を求めている等の場合に、それを


支援するため、当協会が公的立場を生かして証明行為を行なうもの。２００９年度において


は、中国向け証明書の発行１件、中南米向け等に証明書及びサポートレターの発行３件を


行った。 


 


（３）CDM及びJIに関するコンサルティング活動 


   


協会へのコンサルチングの要望に応えるため、プラントメーカーの依頼に応じてCDMに係


るCO2削減プロジェクトにおけるPDD作成のための支援業務を１件行った。 


 


（４）講演会等 


 


インド・ニューウィンド(ビジネスマッチング)、デリー・ムンバイ間産業大動脈構想及び


インド経済状況に関する説明・講演会を2009年7月2日に開催した。 


 


講演者 氏名 所属・役職 


松嶋 大輔 インド経済産業省代表 


JETROニューデリー・シニアディレクター 


 


 


（５）行政施策や関係行政機関とプラント業界との交流活動 
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（ⅰ）― 行政施策・行政当局とプラント業界との直接の交流を促進するため、協会は業界


団体として各般の活動を行うことに努めているが、その一環として、「低炭素型・環境対応


インフラ／システム型ビジネスの海外展開」推進に向けた経済産業省の取り組みに関する意


見交換会を2010年1月19日（火）に会員企業に呼びかけて開催した。 


 


講演者 氏名 所属・役職 


多胡 雄太 


 


山崎 琢矢 


経済産業省 製造産業局 国際プラント推進


室 課長補佐 


経済産業省 通商政策局 国際経済課 課長


補佐 


 


（ⅱ）― (財)エンジニアリング振興協会、日本機械輸出組合、(社)日本貿易会との共催で


２００９年９月１０日(木)に、JBIC および NEXI の施策である「JBIC/NEXI 環境社会配慮確


認ガイドラインの改訂」に関する産業界説明会、を開催した。 


 


（６）外国政府機関等との会議・交流の促進 


 


２００９年７月９日(木)にハリーリ産業鉱物資源大臣以下イラク政府首脳と日本プラン


ト業界との間で同国の経済インフラ建設支援に関しての意見交換会を開催した。日本側は、


協会専務をモデレイターとして当協会の会員企業６社が参加した。これは、特にイラク側の


経済インフラ建設における日本産業界への強い期待を受けて、日本政府側から、公的団体で


ありかつプラント業界団体としての協会の対応を要請されたものであったが、会議・交流結


果については日本・イラク双方政府から評価を受けた。 


 


（７）国際標準化戦略活動 


 


国際標準化機構(ISO)の TC67/SC6(石油、石油化学及び天然ガス工業用材料及び装置/処理


装置及びシステム分科会)の国内審議団体として関連規格の策定に関する審議・投票などの


活動を行った。活動の一環として、上述の通り、JKA からの補助金および日機連からの受託


調査を活用して、同分科会の全体会議に参加するとともに、所要の調査活動を行なった。 
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別表１ 


正会員名簿  


（五十音順） 


株式会社 I H I           I H I Corporation 


ｶﾜｻｷﾌﾟﾗﾝﾄｼｽﾃﾑｽﾞ 株式会社      Kawasaki Plant Systems, Ltd. 


千代田化工建設株式会社       Chiyoda Corporation 


株式会社 東芝            Toshiba Corporation 


東洋エンジニアリング株式会社    Toyo Engineering Corporation 


日揮株式会社            JGC Corporation. 


株式会社 日立製作所         Hitachi, Ltd. 


日立造船株式会社          Hitachi Zosen Corporation 


富士電機システムズ株式会社     Fuji Electric Systems Co., Ltd. 


三井造船株式会社          Mitsui Engineering & Shipbuilding Co., Ltd. 


三菱重工業株式会社         Mitsubishi Heavy Industries, Ltd. 


三菱電機株式会社          Mitsubishi Electric Corporation 


（１２社）  


２０１０年３月３１日 現在 
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別表２ 


 


中小プラント協力会員名簿 


 


（五十音順） 


 


株式会社 きんでん            西日本技術開発株式会社  


四国電力株式会社             バブコック日立株式会社  


スチールプランテック株式会社      株式会社日立ﾌﾟﾗﾝﾄﾃｸﾉﾛｼﾞｰ  


株式会社 ゼネシス            ボーソー油脂株式会社  


太平電業株式会社            三菱化工機株式会社  


月島機械株式会社            美濃窯業株式会社  


電源開発株式会社            八千代エンジニアリング株式会社  


東芝プラントシステム株式会社      横河電機株式会社  


東電設計株式会社  


（１７社）  


                             ２０１０年３月３１日  現在 
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別表３ 


 


技術協力会員名簿 


 


 


（五十音順） 


  


 


旭化成株式会社          日産化学工業株式会社  


 王子製紙株式会社          日鉄鉱コンサルタント株式会社  


 小野田エンジニアリング株式会社        日東紡績株式会社  


 科研製薬株式会社          日本カーバイト工業株式会社  


 九州電力株式会社          日本カーボン株式会社  


 協和醗酵工業株式会社         日本カーリット株式会社  


 鋼管鉱業株式会社          日本碍子株式会社  


 昭和電工株式会社          株式会社 日本触媒  


 信越化学工業株式会社         日本製紙株式会社  


 新三井製糖株式会社          日曹エンジニアリング株式会社  


 住友ベークライト株式会社         日本電池株式会社  


 セントラル硝子株式会社         日本ペイント株式会社  


 大日本インキ化学工業株式会社        富士写真フイルム株式会社  


 チッソ株式会社          ブリヂストン株式会社  


 帝人株式会社          三井化学株式会社  


 電気化学工業株式会社         三菱化学株式会社  


 東京製鋼株式会社          三菱マテリアル株式会社  


 東ソー株式会社          横浜ゴム株式会社  


 東レ株式会社          ライオン株式会社  


 株式会社 トクヤマ  
 


 


（３９社） 


２０１０年３月３１日現在 
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1  UNFCCC資格認定に向けての活動 
 


1-1 三分野のDOE再信任（Reaccreditation）申請の経緯 
  CDM 審査事業を行なうため当協会は、国連指定運営機関（DOE）としての信任


を、2005 年にエネルギー供給等 3 つの審査対象分野（Sectoral Scope1, 2 & 13)に
ついて獲得し、さらに 2008 年には工業等３つの Sectoral Scope 4, 5 & 10 について


追加して DOE としての信任を受けた。信任の有効期間は 3 年とされているため、


2008年に有効期限の来る３分野について 2007年に再信任の意向を表明したうえで、


2008 年 5 月に DOE 再信任申請を正式に提出し、再信任の手続きを受ける準備を整


えた。 
しかしながら、再信任手続きにおいて重要なプロセスである、国連事務局から信


任審査チーム（CDM-AT）が当協会に来て行なう On-site Assessment が実施され


たのは、翌年の 2009 年 3 月初旬であった。以後、CDM-AT と当協会との間で、3
月のOn-site Assessment の際にCDM-ATから指摘された6項目の改善すべき事項


に関し、当協会から改善案を提出して AT が Assessment するプロセスによる審査


が 8 月まで行なわれ、その後 AT の上位機関である CDM-AP（Accreditation Panel）
での信任の可否の審議を経て、CDM 理事会に付託された。 


2009 年 9 月の第 49 回 CDM 理事会では、JCI 立場を直接理事会に主張できる


Presentation の機会を得たが、理事会判断の前に別途 Appeal Panel での判断が必


要とされて結論を持ち越された。そして、最終的に 2009 年 10 月に開催された第


50 回 CDM 理事会で、改善すべき事項が 1 項目だけ―審査員の認定等に関して―あ


る、という理由で信任が得られず、そのため再信任の対象分野であった Sectoral 
Scope 1, 2 & 13 についての DOE 資格は 10 月 16 日をもって消滅（Expire）とされ


た。（但し、Sectoral Scope 4, 5 & 10 についての DOE 資格は継続していることを


確認された。） 
 


1-2  三分野DOE資格追加拡大の信任の確保 
     上記第 50 回 CDM 理事会における Sectoral Scope 1, 2 & 13 についての決定を


受けて、JCI は専務理事名による反論を行なったが受け入れられず、その間、既存


の審査業務受注契約のキャンセル等が広がりはじめ、また、新規受注も途絶えた


ため JCI の CDM 審査事業の将来に重大な影響が出ることが危惧された。 
他方で、JCI からの反論を受けた国連 CDM 当局側から、Sectoral Scope 1, 2 & 


13 を全くの新規信任申請ではなく、資格範囲の追加拡大申請の方式で DOE 資格


回復すべきことを勧められ、かつ、この追加拡大申請の国連側の審査については、


できる限りの早急な手続きを行なうことを約するとされたため、早期の資格回復


を目指して 2009 年 11 月 10 日に Sectoral Scope  1, 2 & 13 の追加拡大申請を行


なった。 
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その後、CDM-AT による 2009 年 12 月の Desk Review、2010 年 2 月の On-site 
Assessment を終了、同月開かれた CDM-AP を経て、上述の審査員の認定等全て


妥当とされ、最終的に 2009 年度内ギリギリの 2010 年 3 月 22～26 日に開催され


た第 53 回 CDM 理事会で、これを正式に認める決定がなされ、Sectoral Scope 1, 2 
& 13 の DOE 資格が回復した。 


 
 
2 Validation・Verification事業実施状況 
 


2-1  新規受注状況 
１）新規受注概況 


    2009 年度の上半期は順調に当初予算計画で見込んでいたペースで新規受注を


獲得していったが、2009 年 10 月の第 50 回 CDM 理事会における Sectoral Scope 
1, 2 & 13 に対する DOE としての再信任不受理が大きく影響し、年度の下半期は全く


新規受注が途絶えた。このため、2009 年度の新規受注件数としては、国内外の機


関・企業から Validation 24 件（VCS（Voluntary Carbon Standard）案件 1 件


を含む）、Verification 12 件（環境省案件 10 件を含む）の合計 36 件（当初計画：


74 件）と、前年 2008 年度の新規受注実績 39 件をも若干下回る結果に終わった。   
特に Validation 受注件数の大幅な減少が受注金額に大きく影響した。なお、


DOE再信任不受理に伴い13プロジェクトの既存受注審査案件がキャンセルされ


た。 
 
 ２）新規受注案件リスト（受注先 / 仕向先 / 業務名称 / 件数） 


・ 民間企業 / 中国 / セメント廃熱回収 Validation 8 件 
・ 民間企業 / 中国 / 水力発電 Validation 5 件 
・ 民間企業 / 中国 / 省エネルギー Validation 3 件 
・ 民間企業 / 中国 /石炭火力発電 Validation 2 件 
・ 民間企業 / 中国 / LFG 回収発電 Validation 2 件 
・ 民間企業 / 中国 / バイオマス発電 Validation 2 件 
・ 民間企業 / 中国 / Co-generation Validation 2 件 
・ 民間企業 / 中国 / 製鉄ガス利用 Validation 1 件 
・ 民間企業 / インドネシア / セメント廃熱回収 Validation 1 件 
・ 民間企業 / アルメニア / LFG 回収発電 Verification 1 件 
・ 民間企業 / 中国 / 省エネ＆燃料転換 Verification 1 件 
・ 環境省 / 日本/ 国内検証事業 Verification 10 件 
・  
 


-2- 







 


2-2  事業実施状況 
１）実施（売上）概況 


   2009 年度の売上金額は、Validation 49 件、Verification 14 件の合計 63 件、1
億２７６０万円に達した。これは、前 2008 年度の 2 倍以上の金額に昇るもので、前


2008 年度の売上である 39 件、6285 万円に比較すれば極めて大きな拡大増加と言


えるが、前述した理由により当初予算計画上の売上金額 2 億 2 千万円の目標と比較


すると、大幅に下回る結果となった。これは、上述の経緯等で説明したとおり、2009
年度の下半期の受注が全く出来なかったことに加え、13 件もの既存受注分のキャ


ンセルがあったことによる。しかしながら、2009 年度上半期は受注が好調であっ


たこと、前年度からの繰越受注があったこと等のため、年度トータルとしては前


年度 2008 年度の約 2 倍強の売上となったものである。 
 
   また、前 2008 年度および 2009 年度に実施したバリデーション案件のうち 2009


年度中に新たに 20 件についてＣＤＭ理事会への登録を完了でき、2009 年度末の


累積の国連への JCI による登録件数は、前年度末までの累積登録件数の２倍の計


40 件に達した。 
 
  ２）実施（売上）詳細 
 （１）Validation（有効化審査） 


2009 年度新規受注案件および前年度以前の受注案件で Validation Report 提出


または CDM 理事会への登録申請の段階まで進展したプロジェクトについて、下記


に示す。下記以外の受注案件については、すべて 2009 年度末時点において進行中


（Public Comment 中、Desk Review 中、On-site Assessment 実施中、Validation 
Report 作成中のいずれか）である。 


 
・ 中国 / 水力発電 Validation / 登録済 / 24 件（内、VCS 6 件） 
・ 中国 / 廃水メタン回収 Validation / 登録済 / 2 件 
・ 中国 / LFG 回収発電 Validation/ 登録済 / 1 件（VCS） 
・ 中国 / 水力発電 Validation / 登録申請中 / 6 件 
・ シンガポール / 下水汚泥焼却 Validation / 登録申請中/ 1 件 
・ 中国 / バイオマス発電 Validation / 登録申請中/ 1 件 
・ 中国 / 水力発電 Validation / 登録申請手続き中 / 6 件 
・ 中国 / セメント廃熱回収 Validation / 登録申請手続き中 / 5 件 
・ 中国 / ぺトケミ省エネ Validation / 登録申請手続き中 / 2 件 
・ 中国 / LFG 発電 Validation / 登録申請手続き中 / 1 件 
・ タイ / 廃水メタン回収 Validation / 登録申請手続き中 / 1 件 
・ 中国 / 製鉄副生ガス発電 Validation / 登録申請手続き中 / 1 件 
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・ 中国 / Co-generation Validation / 登録申請手続き中 / 1 件 
 
 （２）Verification（検証・認証） 


2009年度新規受注案件および前年度以前の受注案件でVerification Report提出以


降の段階まで進展したプロジェクトを、下記に示す。下記以外の受注案件につい


ては、すべて 2009 年度末時点において進行中である。 
 


・ ブルガリア / バイオマス発電 5th Verification / Report 提出 / 1 件 
・ ブルガリア / 地域暖房 2nd Verification / Report 提出 / 1 件 
・ 中国 / ブレンドセメント Initial Verification / Report 提出 / 1 件 
・ アルメニア / LFG 回収 Initial Verification / Report 提出 / 1 件 
・ 南アフリカ / LFG 回収 1st Verification / Report Finalize / 1 件 
・ 環境省 / 第 5 期基準年検証 / Report 提出 / 5 件 
・ 環境省 / 第 3 期実施年検証 / Report 提出 / 4 件 
・ 環境省 / 第 4 期期中確認業務 / Report 提出 / まとめて 1 件 


 
 ３）登録（Registration）案件 
 
     2009年度中に新規にUNFCCCに登録されたプロジェクトは以下に示す20件である。 


Registered 
Date Project  Title Host 


Parties
Other 


Parties 
Ref. 
No.


01 May 09 
Fengguang 24.9MW Hydropower 
Project in Guangdong Province, 
China 


China Japan 1817


07 May 09 Jiangxi Taojiang Hydropower 
Project China Netherlands 2039


10 Jun 09 Sichuan Xiaohegou 12.6 MW 
Small-scale Hydro Power Project China Japan 2463


07 Jul 09 Guangdong Lankou 26MW Hydro 
Power Project China Netherlands 2458


14 Jul 09 Shijiazhou 45MW Hydropower 
Project in Hunan Province, China China Netherlands 2484


20 Jul 09 Hubei Dahebian Hydropower 
Project of China China Japan 2531


24 Jul 09 Guangdong Liucheng 25.5MW 
Hydro Power Project China Netherlands 2459
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Registered Host Other Ref. Project  Title Date Parties Parties No.


25 Jul 09 Fujian Hua`an Mianliang 
Hydropower Project China Japan 2541


27 Jul 09 
Renkeng Hydropower Project, 
Longchuan County, Guangdong 
Province 


China Japan 2392


02 Aug 09 Sichuan Jinxi Hydropower Project China Japan 2539


24 Aug 09 Sichuan Yonghe Yulong Hydropower 
Project China Japan 2592


28 Aug 09 Shimian Danihe Hydropower 
Project China Japan 2616


04 Sep 09 Methane Recovery Project of 
Huguan Yufeng Brewing Co., Ltd. China Japan 2649


10 Sep 09 Fujian Pingnan Jiufeng Hydropower 
Project China Japan 2681


30 Sep 09 Fujian Pingnan Tingtougang 
Hydropower Project China Japan  2559


02 Oct 09 Sichuan Yetang 24MW Hydro Power 
Project China Netherlands 2575


28 Oct 09 Fujian Pingnan Liyudang 
Hydropower Project China Japan  2601


02 Nov 09 Sichuan Xiaolongmen Hydropower 
Project China Japan  2590


12 Jan 10 Methane Recovery Project of Fuyu 
Huihai Alcohol Co., Ltd. China Japan  2647


27 Mar 10 Fujian Jianyang Longjiang 
Hydropower Project China Japan  3037


 
 
3 審査員の教育研修 
 


3-1  審査員育成、教育研修 
１）CDM センター定例会議（Weekly Meeting）における恒常的教育研修の実施 


・ CDM 理事会、メソドロジーパネル（MP）、信任パネル（AP）、小規模 CDM
ワーキングｸﾞﾙｰﾌﾟ（SSC-WG）、JI 監督委員会の動向・決定事項等の教育研修 


・ VVM（Validation Verification Manual）の内容検討と審査業務への反映 
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・ Review Request 内容の分析と対応策の検討 
・ COP/MOP4 決定事項の教育 


２）審査員教育訓練計画に基づいた下記教育訓練の実施 
・ CDM 理事会に提案、承認されたベースライン、モニタリングの方法論の理解 
・ 最新技術動向 
・ 外部セミナー等への出席 


３）環境省自主参加型国内排出量取引制度事業の実施マニュアルの研修会実施 
平成 21 年度環境省自主参加型国内排出量取引制度第 3 期排出量検証事業および


第 5 期基準年検証事業を環境省/温室効果ガス審査協会より受注したことに伴い、


担当審査員に対して実施マニュアルの研修会を実施した。 
  ４）2009 年度新入職員に対する導入教育の実施 
   新入職員が採用されるごとに、京都メカニズム、有効化審査・検証業務要領等、 


審査員になるための基礎教育と現地における On-Job Training を実施した。 
 


3-2  審査員の増減 
2008 年度以降の急激な審査業務の増加に対応すべく、2009 年度においては新た


に 3 名の審査員を採用したが、一方で、2 名退職で 2 名減となったため、2009 年


度末における CDM センター審査グループ審査員は 1 名増の合計 12 名となった。 
 
 
４ 監査の実施 
 
品質マニュアル第 14 条に基づく内部監査を１回、CDM 運営委員会規程第４条に基づく


CDM 運営委員会定期監査を１回、それぞれ実施した。 
 


4-1  内部監査 
１）実施日：  2009 年 11 月 12 日および 17 日 
２）監査対象： ・CDM センター長 ・審査グループ ・管理グループ 
３）監査結果 


１回の内部監査において、審査グループ、管理グループとも是正を要する不適合


(CAR)は無かったが、修正を要する不適合（CLAR）が数件あった。これらについては直ち


に修正された。 


 


4-2  CDM 運営委員会定期監査 
１）実施日：  2009 年 1 月 19 日 
２）監査員：  吉澤正 CDM 運営委員長、村山武彦 CDM 運営委員 
２）監査対象： ・JCI CDM センター長および CDM センター職員 
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     ・JCI President および CDM センター以外の職員 
３）監査結果 


「CDM センターの品質マネジメントシステムとその運用は適切であり、JCI 本体


を含め JCI の事業の運営にあたる首脳部の区分規程に対する認識は十分であると認


められる。」との結論が得られた。 


 
 
５ 委員会開催履歴 
 
京都議定書に基づく指定運営機関として要求される信頼性、独立性、無差別性、透明性


及び公平性を確保するため、日本プラント協会組織規程、CDM 運営委員会規程及び CDM
審査委員会規程に基づき CDM 運営委員会及び CDM 審査委員会を設置し、第三者から構成


される審議・監査・提言を行う機関として活動を行った。 
 


5-1  CDM 運営委員会 
2009 年度の CDM 運営委員会委員は以下の通り 
委員長 吉澤  正   帝京大学 経済学部環境ビジネス科 教授 
委員  村山 武彦   早稲田大学 理工学部 教授 
委員  木村 耕太郎  財団法人 ＪＫＡ 理事 
委員  清水 喬雄   独立行政法人 日本貿易振興機構 産業技術・農水産部長


（2009 年 7 月 13 日まで） 
委員  市原 健介   独立行政法人 日本貿易振興機構 産業技術部長 


（2009 年 7 月 15 日から） 
委員  本郷 尚 株式会社日本政策金融公庫 国際協力銀行環境ビジネス・


京都メカニズム担当審議役 
委員  碇屋 隆雄  東京工業大学 理工学研究科 教授 
 
2009 年度においては、CDM 運営委員会を以下の通り 2 回開催した。 
 ・第 16 回 CDM 運営委員会 2009 年 7 月 3 日（金） 


    （主要議題）・2008 年度事業報告 ・2009 年度事業計画  ・内部監査報告 
 ・第 17 回 CDM 運営委員会 2009 年 11 月 10 日～16 日（書面審議） 
   （主要議題）・CDM 品質システム文書（マニュアル、要領書）の改訂案審議 


 
5-2  CDM 審査委員会 


2009 年度の CDM 審査委員会委員は以下の通り 
委員長 足立 芳寛   東京大学大学院工学系研究科マテリアル工学専攻 教授 
委員  木村 耕太郎  財団法人 JKA 理事 


-7- 







 


-8- 


委員  西村 嘉晃   財団法人 電力中央研究所 経済社会研究所 上席研究員 
委員  永田 勝也   早稲田大学 理工学部機械工学科 教授 


（2009 年 11 月 26 日まで） 
委員  弥富 圭介   財団法人地球環境戦略機関（IGES）研究員 
委員  佐山 實 佐山技術士事務所 代表（2009 年 7 月 1 日より） 
 


2009 年度においては、CDM 審査委員会を以下の通り 11 回開催した。このうち、第


33 回の主要議題を除き、他の 10 回においての主要議題は、CDM センター審査員によ


る案件審査結果の第三者委員会としての審査、および協会の審査員資格認定に関わる


審査である。 
 


・第 27 回 CDM 審査委員会 2009 年 5 月 27 日（水）  
 ・第 28 回 CDM 審査委員会 2009 年 6 月 29 日（月）  
 ・第 29 回 CDM 審査委員会 2009 年 7 月 27 日（月） 


・第 30 回 CDM 審査委員会 2009 年 8 月 28 日（金）  
・第 31 回 CDM 審査委員会 2009 年 9 月 30 日（水）  
・第 32 回 CDM 審査委員会 2009 年 11 月 5 日（木）  
・第 33 回 CDM 審査委員会 2009 年 11 月 10 日～2009 年 11 月 16 日(書面審議) 


（主要議題）・CDM 品質システム文書（マニュアル、規程、要領書）の改訂案審議 
・第 34 回 CDM 審査委員会 2009 年 12 月 3 日（木）  
・第 35 回 CDM 審査委員会 2010 年 1 月 27 日（水）  
・第 36 回 CDM 審査委員会 2010 年 2 月 22 日（月）  
・第 37 回 CDM 審査委員会 2010 年 3 月 15 日（月）  
・第 38 回 CDM 審査委員会 2010 年 3 月 26 日（金）  


 
６ その他 
 


6-1  温室効果ガス審査協会（GAJ）での活動 
一般社団法人温室効果ガス審査協会の一員として、理事ならびに各種委員会委員を


出して活動に参加すると共に、環境省自主参加型国内排出量取引制度の第三期～第五


期検証事業の遂行に於いては DOE としての経験を生かして主導的役割も担った。 
 


6-2  その他 
・2009 年 9 月 30 日に CDM 理事会へ Annual Report（2008 年 7 月～2009 年 6 月）


を提出した。 
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